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 平成２８年度以降の当該機能に係る接続料算定の在り方について、情報通信審議会に諮

問する  
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長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式の概要 
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主な接続形態（ＧＣ接続、ＩＣ接続）について 
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長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式による接続料算定の経緯 
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音声サービスに係る総通信量（発信）の推移 
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（単位：億回） （単位：億時間） 
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（単位：億回） 

  H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

固定電話 
（対前年度） 

973.2 
（－）  

905.4 
(▲ 7.0%)  

827.2  
(▲ 8.6%) 

774.4 
(▲ 6.4%)  

703.7 
(▲ 9.1%)  

637.3 
(▲ 9.4%)  

596.2 
(▲ 6.4%)  

546.3  
(▲ 8.4%) 

481.7 
(▲ 11.8%)  

432.3 
(▲ 10.3%)  

385.4 
(▲ 10.8%）  

350.9  
(▲ 9.0%) 

318.0 
(▲ 9.4%)  

292.1  
(▲ 8.1%) 

携帯電話・
PHS 

（対前年度） 

474.2  
（－） 

478.6  
(0.9%) 

496.7  
(3.8%) 

525.7  
(5.8%) 

534.0  
(1.6%) 

539.3  
(1.0%) 

544.9  
(1.0%) 

551.8  
(1.3%) 

569.8  
(3.3%) 

580.9  
(1.9%) 

608.7  
(4.8%) 

611.2  
(0.4%) 

590.8  
(▲ 3.3%) 

556.4  
(▲ 5.8%) 

 IP電話 
（対前年度） 

－ － － － 
27.0  
（－） 

34.7  
(28.5%) 

58.0  
(67.1%) 

72.9  
(25.7%) 

85.8  
(17.7%) 

99.2  
(15.6%) 

112.4  
(13.3%) 

121.8  
(8.4%) 

130.1  
(6.8%) 

141.9  
(9.1%) 

合計 
（対前年度） 

1447.5  
（－） 

1384.0  
(▲ 4.4%) 

1323.9  
(▲ 4.3%) 

1300.0  
(▲ 1.8%) 

1264.8  
(▲ 2.7%) 

1211.2  
(▲ 4.2%) 

1199.2  
(▲ 1.0%) 

1171.1  
(▲ 2.3%) 

1137.4  
(▲ 2.9%) 

1112.4  
(▲ 2.2%) 

1106.5  
(▲ 0.5%) 

1083.9  
(▲ 2.0%) 

1038.9  
(▲ 4.2%) 

990.4  
(▲ 4.7%) 

（単位：億時間） 

  H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

固定電話 
（対前年度） 

55.7  
（－） 

49.4  
(▲ 11.3%) 

39.9  
(▲ 19.2%) 

33.1  
(▲ 17.0%) 

26.8  
(▲ 19.0%) 

22.7  
(▲ 15.3%) 

20.6  
(▲ 9.3%) 

18.4  
(▲ 10.7%) 

15.9  
(▲ 13.6%) 

14.0  
(▲ 11.9%) 

12.3  
(▲ 12.1%) 

10.9  
(▲ 11.4%) 

9.7  
(▲ 11.0%) 

8.8  
(▲ 9.2%) 

携帯電話・
PHS 

（対前年度） 

14.5  
（－） 

16.4  
(13.1%) 

17.5  
(6.7%) 

18.9  
(8.0%) 

18.2  
(▲ 3.7%) 

18.8  
(3.3%) 

19.7  
(4.8%) 

20.5  
(4.1%) 

22.3  
(8.8%) 

23.3  
(4.5%) 

24.2  
(3.9%) 

24.0  
(▲ 0.8%) 

23.2  
(▲ 3.3%) 

21.4  
(▲ 7.6%) 

 IP電話 
（対前年度） 

 － －  －  － 
1.7  
（－） 

2.1  
(23.5%) 

3.0  
(42.9%) 

3.5  
(16.7%) 

3.9  
(11.4%) 

4.4  
(12.8%) 

4.7  
(6.8%) 

4.9  
(4.3%) 

5.0  
(2.0%) 

5.2  
(4.6%) 

合計 
（対前年度） 

70.3  
（－） 

65.7  
(▲ 6.5%) 

57.5  
(▲ 12.5%) 

52.0  
(▲ 9.6%) 

46.7  
(▲ 10.2%) 

43.6  
(▲ 6.6%) 

43.3  
(▲ 0.6%) 

42.4  
(▲ 2.2%) 

42.1  
(▲ 0.7%) 

41.6  
(▲ 1.2%) 

41.2  
(▲ 1.0%) 

39.8  
(▲ 3.4%) 

37.9  
(▲ 4.8%) 

35.5  
(▲ 6.4%) 
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音声サービスに係る総通信量（着信）の推移 
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（単位：億回） 

  H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

固定電話 
（対前年度） 

1010.1  
（－） 

958.4  
(▲ 5.1%) 

886.6  
(▲ 7.5%) 

839.3  
(▲ 5.3%) 

793.3  
(▲ 5.5%) 

745.8  
(▲ 6.0%) 

698.5  
(▲ 6.3%) 

646.9  
(▲ 7.4%) 

588.9  
(▲ 9.0%) 

547.5  
(▲ 7.0%) 

506.0  
(▲ 7.6%) 

476.2  
(▲ 5.9%) 

446.8  
(▲ 6.2%) 

424.3  
(▲ 5.0%) 

携帯電話・
PHS 

（対前年度） 

437.4  
（－） 

425.6  
(▲ 2.7%) 

437.3  
(2.7%) 

460.7  
(5.4%) 

465.6  
(1.1%) 

454.4  
(▲ 2.4%) 

481.2  
(5.9%) 

497.0  
(3.3%) 

516.0  
(3.8%) 

528.2  
(2.4%) 

553.2  
(4.7%) 

557.2  
(0.7%) 

536.8  
(▲ 3.7%) 

504.4  
(▲ 6.0%) 

IP電話 
（対前年度） 

 － － － － 
5.8  
（－） 

10.9  
(87.9%) 

19.5  
(78.9%) 

27.2  
(39.5%) 

32.3  
(18.8%) 

36.7  
(13.6%) 

47.3  
(28.9%) 

50.6  
(7.0%) 

55.2  
(9.1%) 

61.7  
(11.8%) 

合計 
（対前年度） 

1447.5  
（－） 

1384.0  
(▲ 4.4%) 

1323.9  
(▲ 4.3%) 

1300.0  
(▲ 1.8%) 

1264.8  
(▲ 2.7%) 

1211.2  
(▲ 4.2%) 

1199.2  
(▲ 1.0%) 

1171.1  
(▲ 2.3%) 

1137.4  
(▲ 2.9%) 

1112.4  
(▲ 2.2%) 

1106.5  
(▲ 0.5%) 

1083.9  
(▲ 2.0%) 

1038.9  
(▲ 4.2%) 

990.4  
(▲ 4.7%) 

（単位：億時間） 

  H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

固定電話 
（対前年度） 

56.1  
（－） 

50.5  
(▲ 10.0%) 

41.7  
(▲ 17.4%) 

36.1  
(▲ 13.4%) 

30.6  
(▲ 15.2%) 

27.0  
(▲ 11.8%) 

24.6  
(▲ 8.9%) 

22.3  
(▲ 9.3%) 

20.0  
(▲ 10.3%) 

18.4  
(▲ 8.0%) 

17.0  
(▲ 7.6%) 

15.7  
(▲ 7.9%) 

14.5  
(▲ 7.5%) 

13.5  
(▲ 6.4%) 

携帯電話・
PHS 

（対前年度） 

14.2  
（－） 

15.2  
(7.0%) 

15.8  
(3.9%) 

15.9  
(0.6%) 

15.8  
(▲ 0.6%) 

15.9  
(0.6%) 

17.8  
(11.9%) 

19.0  
(6.7%) 

20.9  
(10.0%) 

21.9  
(4.8%) 

22.6  
(3.2%) 

22.5  
(▲ 0.4%) 

21.6  
(▲ 4.1%) 

20.0  
(▲ 7.4%) 

IP電話 
（対前年度） 

－ － － － 
0.4  
（－） 

0.6  
(50.0%) 

0.9  
(50.0%) 

1.1  
(22.2%) 

1.2  
(9.1%) 

1.3  
(8.3%) 

1.6  
(23.1%) 

1.7  
(4.4%) 

1.8  
(7.2%) 

2.0  
(10.1%) 

合計 
（対前年度） 

70.3  
（－） 

65.7  
(▲ 6.5%) 

57.5  
(▲ 12.5%) 

52.0  
(▲ 9.6%) 

46.7  
(▲ 10.2%) 

43.6  
(▲ 6.6%) 

43.3  
(▲ 0.6%) 

42.4  
(▲ 2.2%) 

42.1  
(▲ 0.7%) 

41.6  
(▲ 1.2%) 

41.2  
(▲ 1.0%) 

39.8  
(▲ 3.3%) 

37.9  
(▲ 5.0%) 

35.5  
(▲ 6.2%) 
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ＮＴＴ東西の交換機を経由する主要な通信量の推移 
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長期増分費用方式による接続料原価（端末回線伝送機能を除く）の推移 
Ṕѝ ╛
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長期増分費用方式による接続料算定に用いる通信量の推移 

 
 

 
 

 
 

19 Ṕѝ ╛
 

1,317  

1,215  

1,061  

909  

773  

662  

599  

523  

457  
399  

346  

532  

472  
407  

370  

323  
285  

266  
230  203 190  170  

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

GC  

IC  

 

▲14.3% 

▲9.5% 

▲11.6% ▲6.7% 

▲12.8% 

▲13.6% 

▲15.0% 

▲14.3% 

▲12.7% 

▲7.7% 

▲12.8% 
▲9.1% 

▲13.8% 

▲11.3% 

▲12.5% 

▲11.8% 

▲12.7% 

▲6.5% 

接続料年度 

47  

42  

37  

31  

25  

21  

19  

16  

14  
12  

10  

19  

17  

14  
13  

11  
10  9  

7  6 6  5  

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

GC  

IC  

 

▲10.5% 

▲13.3% 

▲16.0% 

▲11.7% 

▲13.5% 

▲18.2% 

▲16.2% 

▲11.9% 

▲10.6% 

▲13.1% 
▲9.0% 

▲14.2% 

▲15.5% 
▲7.1% 

▲17.6% 

▲14.3% 

▲14.0% 

▲12.6% 

▲7.6% 

▲10.5% 

▲11.2% 

▲14.3% 

接続料年度 



長期増分費用方式による接続料（ＧＣ接続及びＩＣ接続）の推移 20 Ṕѝ ╛
 

5.81 5.57 
4.95 

4.6 4.5 
4.8 5.13 

5.32 
5.05 4.69 4.53 

4.52 
5.21 5.08 5.26 5.29 5.39 5.80 

11.98 

10.64 

7.65 

5.88 

4.78 

5.79 
6.12 

7.09 6.84 6.55 6.41 6.38 
6.96 

6.57 6.79 6.81 6.84 
7.25 

0

5

10

15

H10年 H11年 H12年 H13年 H14年 H15年 H16年 H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 

 

 

 

   
   

   
   

   
   

 

接続料年度 



8,559  

8,559  

8,065  
7,906  

7,059  

6,664  

6,202  

5,684  

5,093  

4,552  

3,664  

3,225  

2,790  

2,451  
2,229  

10,673  

8,692  

7,674  

6,990  

6,263  
5,947  

5,226  

4,642  
4,318  

4,109  

3,756  

3,439  
3,189  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

ʝ  ʢ  ᶤ  ˘  ˜  

（単位：億円） 

А  

:ＬＲＩＣ費用 

:実際費用 

・ 実際費用は、平成25年度の需要（実績）に対する費用 
・ ＬＲＩＣ費用は、平成24年度下期＋平成25年度上期の需要 
 （９ヶ月分を予測）に対する費用 
₳ 23₴↓ ὕ ʣᶥ  

21 実際費用とLRIC費用の推移（ＮＴＳコスト含む）  

接続料年度 

Ṕѝ ╛
 

 



8,559  

8,559  

8,065  
7,906  

6,404  

5,405  

4,464  

3,688  

3,053  

2,853  
2,422  

2,156  
1,849  

1,630  1,483  

10,673  

8,692  

7,674  

6,990  

5,749  

4,988  

3,968  

3,256  
2,927  

2,925  
2,741  

2,526  
2,354  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

・ 実際費用は、平成25年度の需要（実績）に対する費用 
・ ＬＲＩＣ費用は、平成24年度下期＋平成25年度上期の需要 
 （９ヶ月分を予測）に対する費用 
₳ 22₴↓ ὕ ʣᶥ  

:ＬＲＩＣ費用 

:実際費用 

（単位：億円） 

ʝ  ʢ  ᶤ  ˘  ˜  А  

22 

接続料年度 

Ṕѝ ╛
 実際費用とLRIC費用の推移（接続料原価）  

 



Ǌǅ ǉǏ И ˲ ₮ ˯
˨ˈ˪ 
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検討事項（案） 
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₳ ₴↓̊
ὑ ╛  



ǊǄǈǅ ǉǏ И ˲ ₮ ˯
˨ˈ˪ 
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Ό 長期増分費用方式の適用について 26 

 

 

 

 長期増分費用方式は 既存事業者の実際のネットワークに内

在している非効率性を排除

このような透明性や公平性を確保することは引き続き重要であることから、今後もなお一定の

意義を保ち続ける  

 長期増分費用モデルは 接続事業者がモデル見直しの検討等に参画することも可能 透明性及び公平

性を十分確保しながら運用されており、現時点では、これに代わりうる適切な方式は見当たらない  

 関係する接続事業者から

は、引き続き、その維持を望む意見も多い  

 

  

₳ ₴↓̊
ὑ ╛  



       

 
 
 

Bill&Keep 
2020  

 

 
 

LRIC  
 

LRIC  
 

LRIC  
 

LRIC  
 

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

  

 
      

 
 pureLRIC  pureLRIC     

 
0.470 /  

0.40 /  

2014 7  

0.058 /  
 0.033 /   
2014  

0.107 /  
 0.08   
2013  

0.480 /  
0.36  

2012 12  

2014 1.808 /  
16.74 /  

2015 1.591 /  
14.73 /  

GC 1.80 /  
2014  

Ό 長期増分費用方式の適用について 
【主要国における固定電話網の接続料算定方式の概要】 

₳ ₴↓̊
ὑ ╛  

 pureLRIC
 

 AT&T  

料金は、以下のレートで換算 
(H27.2.2現在） 

・1ドル  ＝ 117.58円 
・1ポンド ＝ 176.81 円 
・1ユーロ ＝ 133.34 円 
・１ウォン ＝ 0.108円 

27 
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② 長期増分費用方式の適用に当たって用いるモデルについて 
【長期増分費用モデル研究会における検討】 

₳ ₴↓̊
ὑ ╛  



 
 

 
 

  
 

 
 

      
 

 
 

 35   27   
         

 
 

  

＜IPモデルの構築に当たって考慮すべきサービス・機能＞ 

  
   
   

  
   

  
   
    

＜IPモデルを接続料算定に用いる場合の課題・留意点等＞ 

IPモデルの前提となる考え方と接続料算定に用いる場合の課題・留意点等 

② 長期増分費用方式の適用に当たって用いるモデルについて 
【ＩＰモデルの概要】 

₳ ₴↓̊
ὑ ╛  

  

29 



ʴ ˧  

˛  

˛  

─ ┼ 

ʴ ˧ ǿǵ  қЊ ˧ ǿǵ  

ＰＳＴＮモデル構成概要 

接続事業者 

ᾯ 

ᾯ 

・ＭＧＷ（Ｍｅｄｉａ ＧａｔｅＷａｙ）：ＩＰ網とＰＳＴＮにおける回線交換方式とを変換する装置         ・ＭＧＣ （Ｍｅｄｉａ Ｇａｔｅｗａｙ Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）：ＳＧＷ及びＭＧＷをコントロールする装置 

・ＳＧＷ（Ｓｉｇｎａｌｌｉｎｇ ＧａｔｅＷａｙ）：ＰＳＴＮの呼制御信号とＩＰ網の呼制御信号を変換する装置     ・ＣＳ（Ｃａｌｌ Ｓｅｒｖｅｒ）：呼制御、加入者端末制御、経路選択、課金管理等の機能を持つ装置 

・Ｌ２ＳＷ（Ｌａｙｅｒ ２ Ｓｗｉｔｃｈ）：データリンク層におけるパケットの経路を判断し、転送する装置 

ＩＰモデル構成概要 

֛ὦᾯ 

֛ὦᾯɩɶȽ 

ȱȠᾯɩɶȽ 

˛  

˛  

ʴ ˧ ǿǵ  қЊ ˧ ǿǵ  

MGW 

Ṷ֛ὦ  

ȱȠᾯ 

 

接続事業者 

IPǲȏȒ ͬ 

他のコア局ルータへ 

交換機等
をＩＰ化 

① 端末系交換機能 

④ 中継伝送専用機能 

（ＩＰモデルではモデル化されないβ） 

 

 

ɟȽɩᶥ  

 

ɟȽɩᶥ  

C 
S 

② 中継伝送共用機能 

M 
G 
C 

S 
G 
W 

қЊ ˧  

③ 中継交換機能 

₳ ₴↓̊
ὑ ╛  

② 長期増分費用方式の適用に当たって用いるモデルについて 
【ＩＰモデルとＰＳＴＮモデルの比較】 

 

 

β 伝送路の帯域を専有する当該機能の考え方が、ＩＰ網の考え
方に合わない等の理由から、具体的なモデル化が困難なため、
モデル化を見送った。 

MGW 

L2SW 

30 



【ケースＡ】 [同時接続制限機能を具備していると仮定] 【ケースＢ】 [同時接続制限機能が無いものと仮定] 

【②アンバンドル機能の一部が算定不可能】 

 
 

 
 

【① 音声品質確保のためのコストの在り方】 
 IP ( )

 
 

 BHE
 

 
 

  

 
 

② 長期増分費用方式の適用に当たって用いるモデルについて 
【ＩＰモデルを接続料算定に適用する場合の課題】 

₳ ₴↓̊
ὑ ╛  

  

31 



  

 
 

 
 

 

 

 

 
  

 
  
  15.1 21.2    17.6 23.7  

 
 

 

 
  
  

 
 

 

 GC  

【改良モデルの概要（現行モデルの主な見直し項目）】 

 LRIC
 

 LRIC

 

② 長期増分費用方式の適用に当たって用いるモデルについて 
【現行モデルの見直し内容】 

₳ ₴↓̊
ὑ ╛  
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② 長期増分費用方式の適用に当たって用いるモデルについて 
【ＩＰモデル及び改良モデルの試算結果】 

  
 

 
 

 

 
 

 
 

 
  

 
 

 2,229  2,043  2,811  2,148  

 1,483  1,066  1,849  1,416  

  

  

 

 

各モデルの年間コスト試算結果（平成２７年度認可申請ベース） 

₳ ₴↓̊
ὑ ╛  
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③ ＮＧＮ接続料との関係について 
【ＮＧＮ接続料との関係】 

34 

 

  

   

 

 

  

    

   

 

   

 

 

 
 

₳ ₴↓̊
ὑ ╛  



 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

  

 

  

 

 
 

 

  

 

 

「加重平均方式」の対象 

加入者交換機 

中継交換機 
  

 

 

  

 

 
0AB J- IP  

 

 

 

β光回線電話ユーザを含む 

VOD  
 

  
 

 Next Generation Network 
 

   
 

   

35 ③ ＮＧＮ接続料との関係について 
【「加重平均方式」の対象設備】 

₳ ₴↓̊
ὑ ╛  



471  
1,705  

3,065  
4,248  

5,420  
6,446  

7,402  
8,085  

8,695  

396  1,469  
2,661  

3,762  
4,722  

5,667  

6,498  7,084  
7,562  

867  

3,174  

5,726  

8,010  

10,142  

12,113  

13,900  

15,169  
16,257  

38,330  

34,883  

31,672  

28,766  

26,365  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

NTT東日本 

NTT西日本 

東西合計 

（参考）加入電話＋ISDN（東西合計） 

（単位：千チャネル（加入電話＋ISDN契約数は「千加入」）） 

 NTT  

36 ③ ＮＧＮ接続料との関係について 
【ひかり電話契約数の推移】 

₳ ₴↓̊
ὑ ╛  



479  449  
519  551  551  565  559  

397  
424  458  483  481  486  490  

876  873  
977  

1,034  1,032  1,051  
1,049  

2,463  

2,078  

1,841  

1,595  

1,372  

1,200  

1,029  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

NTT東日本 

NTT西日本 

東西合計 

（参考）加入電話＋ISDN（東西合計） 

（単位：百万時間） 

6,347  

6,322  

7,252  7,778  8,099  8,617  8,798  

5,378  

6,531  

6,860  7,380  7,629  7,959  8,285  

11,725  
12,853  

14,112  15,158  15,728  
16,576  17,083  

75,106  

64,585  

58,589  

51,197  

44,991  

39,295  

34,076  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

NTT東日本 

NTT西日本 

東西合計 

（参考）加入電話＋ISDN（東西合計） 

（単位：百万回） 

通信回数 通信時間 

 NTT  
  

37 ③ ＮＧＮ接続料との関係について 
【ひかり電話のトラヒック推移】 

₳ ₴↓̊
ὑ ╛  



5.73 5.71 

5.00 

4.61 

4.06 

3.31 
2.82  

6.33 6.30 

5.73 

5.36 

4.68 

3.81 

3.20  

6.38 

6.96 

6.57 
6.79 6.81 6.84 

7.25  

5.71  

6.27  

5.84  
6.02  6.09  6.10  

6.53  

7.04  

7.65  

7.29  
7.60  7.55  7.58  

7.98  

0

2

4

6

8

10

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

NTT東日本 

NTT西日本 

（参考）IC接続料（東西均一） 

（参考）IC接続料（東日本） 

（参考）IC接続料（西日本） 

（単位：円/３分） 

282  267  265  264  238  
200  

167  

257  277  268  268  237  

194  
164  

1,368  

1,289  

1,086  

974  

837  

734  
677  

1,685  

1,563  

1,336  

1,182  

1,011  

895  

805  

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

NTT東日本 

NTT西日本 

（参考）ＩＣ接続料原価（東日本） 

（参考）ＩＣ接続料原価（西日本） 

（単位：億円） 

ＩＧＳ機能 接続料 ＩＧＳ機能 接続料原価 

 NTT LRIC  
  

38 ③ ＮＧＮ接続料との関係について 
【ひかり電話接続料（ＩＧＳ接続料）の推移】 

₳ ₴↓̊
ὑ ╛  



ǊǄǉǅǥǫǪ̴̮̓ƿˑ ǩǫǄǞǚ Э
̴̮̓ǀ˲ ˈ˯˨ˈ˪ 
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主な設備 主な機能 

① き線点遠隔収容装置 

  （き線点ＲＴ） 

・メタル回線を収容する機能 

・呼出信号の送出等の機能 

・光信号／電気信号変換等機能 

②中継伝送路等 

  （き線点ＲＴ－ＧＣ間） 

・光ファイバで通信を伝送する機能 

 － FRT由来のリピータ 

 － 中継光ケーブル 

 － 中継系管路  等 

③加入者ポート 

  （ＳＬＩＣ） 

・メタル回線をＧＣ交換機に収容す
る機能 

・呼出信号の送出等の機能 

④半固定パス接続装 

  （ＬＸＭ） 

・光ファイバにより伝送される通信
を複数の交換機に振り分ける機
能 

⑤主配線盤、光ケーブル
成端架 

  （ＭＤＦ、ＣＴＦ） 

・局内ケーブルを収容するための配
線盤 

 

 

モデル上のネットワーク構成概要 

TS 
②中継伝送路等 
  （き線点ＲＴ－ＧＣ間） 

①き線点RT ①き線点RT 

ⱦꜟ 

③ＳＬＩＣ ③ＳＬＩＣ 

端末回線伝送 

ⱦꜟ 

⑤ＭＤＦ ⑤ＣＴＦ ⑤ＭＤＦ ⑤ＣＴＦ 

NTS ③ＳＬＩＣ 

加入者交換機 

⑤ＣＴＦ 

④ＬＸＭ 
③ＳＬＩＣ 

局設置RT 

端末系交換 

④
Ｌ
Ｘ
Ｍ 

⑤ＣＴＦ 

17
20

 

40 き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストの概要 ̟
 

  - 19

 



 

 

 
   

  4.9  4.9  

 

 
 

     

       

 

 

 

 

 

ユニバーサルサービス制度の補填対象額算定方法の見直し ̟
 

 

-
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平成１８年度認可分 
＜制度稼働初年度＞ 

平成１９年度認可分 
＜制度稼働２年度目＞ 

平成２０年度認可分 
＜制度稼働３年度目＞ 

平成２１年度認可分 
＜制度稼働４年度目＞ 

平成２２年度認可分 
＜制度稼働５年度目＞ 

ＮＴＴ東西 合計 

（単位：百万円） 
番号単価 

ＮＴＴ東西 合計 

（単位：百万円） 
番号単価 

ＮＴＴ東西 合計 

（単位：百万円） 
番号単価 

ＮＴＴ東西 合計 

（単位：百万円） 
番号単価 

ＮＴＴ東西 合計 

（単位：百万円） 
番号単価 

ὅ  
͠₁ ͡ 12,011 

Л／ 

月・番号 

9,243 

Л／ 

月・番号 

13,787 

Л／ 

月・番号 

14,493 

Л／ 

月・番号 

10,953 

Л／ 

月・番号 

ὅ  
͠♇≡ ͡ 83 73 62 60 49 

Ẩ  
 3,083 4,245 4,191 4,261 4,193 

 15,195 18,814 18,040 13,561 15,178 תּ

平成２３年度認可分 
＜制度稼働６年度目＞ 

平成２４年度認可分 
＜制度稼働７年度目＞ 

平成２５年度認可分 
＜制度稼働８年度目＞ 

平成２６年度認可分 
＜制度稼働９年度目＞ 

ＮＴＴ東西 合計 

（単位：百万円） 
番号単価 

ＮＴＴ東西 合計 

（単位：百万円） 
番号単価 

ＮＴＴ東西 合計 

（単位：百万円） 
番号単価 

ＮＴＴ東西 合計 

（単位：百万円） 
番号単価 

ὅ  
͠₁ ͡ 7,081 （前半） 

Л／ 

月・番号 
 
 

（後半） 

Л／ 

月・番号 

3,503 

Л／ 

月・番号 

2,975 

Л／ 

月・番号 

2,970 

Л／ 

月・番号 

ὅ  
͠♇≡ ͡ 51 40 46 56 

Ẩ  
 3,974 3,820 3,859 3,859 

 6,885 6,881 7,363 11,106 תּ

ユニバーサルサービス制度の補填対象額、番号単価の推移 ̟
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ＮＴＳコスト（き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト）の扱い 

  19 9  

ＮＴＴ東西の利用部門を含む接続事業者が
公平に負担 平成２０
年度をベースとして毎年度２０％ずつ接続料原価に算入  

  16 10  

 

ＮＴＳコストを5年間で
段階的に接続料原価から除き、  

  
 22 9  

引き続き段階的付替えを行うことによって、従量
制接続料の原価にその１００％を算入  

  
 2 9  

 
引き続き従量制接続料の原価にその１００％

を算入  

 

ＮＴＳコストの接続料原価への算入額推移 

3,484億円 

2,620億円 （3,275億円） 

398億円 

268億円 

412億円 

364億円 

298億円※1 

1/5 2/5 3/5 4/5 5/5 

H12 

H16 

H17 

H23 

H24 

H25 

（ＮＴＳコスト総額） 

（2,662億円） 

（1,654億円） 

（1,433億円） 

（1,406億円） 

（3,484億円） 

H20 

き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト 

き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト以外のＮＴＳコスト 

ＮＴＳコスト 

269億円※1 
H26 （1,237億円） 

 
 

̟
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250億円※1 
H27※2 （1,136億円） 

※1 局設置FRT-GC間伝送路コストは含んでいない 
※2 H27年度については、認可申請中の数値 
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毎年度の接続料算定時に見直し、可能な限り最新のデータを

用いることとすることが適当  

１． 算定に用いる通信量 

２． 通信量以外の入力値 

情報通信審議会答申「長期増分費用方式に基づく接続料の平成２５年度以降の算定の在り方について」 （平成２４年９月２５日） 

入力値（通信量等）の扱いについて 

 

 

  

ЊҘΙ ͬ
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ǊǄǋǅ ἁΪ ˲ ˈ˯˨ˈ˪ 
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東西均一接続料の扱いについて 

 
２０％を超える東西格差及び現時点において既存の固定電話サービスが果たすことが期

待されている社会的役割を考慮し、平成１７年度以降の接続料についても東西均一とすることが適当  

情報通信審議会答申「平成１７年度以降の接続料算定の在り方について」 （平成１６年１０月１９日） 

情報通信審議会答申「平成２０年度以降の接続料算定の在り方について」 （平成１９年９月２０日） 

 固定電話の通話料金の地域格差につながる可能性がある東西別接続料を設定することは、
十分な社会的コンセンサスを得ることは困難 これまでと同様
に、東西均一接続料を採用することが適当  

情報通信審議会答申「長期増分費用方式に基づく接続料の平成２３年度以降の算定の在り方について」 （平成２２年９月２８日） 

 
平成２３年度以降の接続料算定においても、これまでと同様に、東西均一接続料を採用することが適当  

 
 

情報通信審議会答申「長期増分費用方式に基づく接続料の平成２５年度以降の算定の在り方について」 （平成２４年９月２５日） 

  

 
平成２５年度以降の接

続料算定においても、これまでと同様に、東西均一接続料を採用することが適当  

 

 

 
 

  

᷈ʝ
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 ₳ ₴↓ ₴↓  ˜  

   

H23AC 

GC     

IC     

H24AC 

GC     

IC     

   /   

 

 

 

 

 ₳ ₴↓ ₴↓  А  

   

H25AC 
GC     

IC     

H26AC 
GC     

IC     

H27AC  

GC     

IC     

   /   

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年度～２７年度接続料における東西格差の状況 ᷈ʝ
 

 

48 
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関係事業者ヒアリングの概要（案） 50 

  

   

   

 ᾍ ˗  

   

   

   

   

   

   

  
 



  

１．平成２８年度以降
の接続料算定方式
について 

① 長期増分費用方
式の適用について 

  

② 長期増分費用方
式の適用に当たって
用いるモデルについ
て 

 
 

  
   
    A B  
   
     

③ ＮＧＮ接続料との
関係について 

 NGN
 

２．ＮＴＳコスト（き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コス
ト）の扱いについて 

 

 

３．入力値（通信量等）の扱いについて 
 

  
 

４．東西均一接続料の扱いについて   

５．新たな算定方式の適用期間について   

ヒアリング項目（案） 51 


